
(1)-① 所得階層別の加入世帯数、被保険者数

所得分布状況

大阪市 世帯数 全国
＊１ ２０万人以上

の保険者
＊２

１００万未満 63.2% 390,545 52.3% 52.8%

２００万未満 19.6% 121,077 23.3% 21.7%

３００万未満 8.6% 53,222 11.5% 11.5%

４００万未満 3.2% 19,840 5.2% 5.1%

５００万未満 1.6% 10,093 2.6% 2.8%

５００万以上 3.8% 23,163 5.1% 6.1%

大阪市については18年確定賦課時（17年中所得）
＊１＊２

については14年中所得



(1)-② 保険料の料率と所得階層モデル（３人世帯）別保険料

医療分保険料 比較表

所得階層モデル（３人世帯）

所得階層 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度

0 36,653 38,076 38,776 38,556 34,826

1,000,000 97,743 101,537 103,404 102,818 177,296

2,000,000 171,679 181,642 187,495 254,054 326,517

3,000,000 346,679 378,292 401,255 433,226 452,517

4,000,000 521,679 530,000 530,000 530,000 530,000

5,000,000 530,000 530,000 530,000 530,000 530,000



（1）-③

年 度 保険料の伸び率 収支改善効果額

14 年 度 3.0% ▲9億円

15 年 度 3.0% 2億円

16 年 度 2.0% 19億円

17 年 度 0.0% ▲7億円

18 年度予算 0.0% ▲2億円

１人あたり保険料等の伸び及び収支改善効果額



（１）－④

現年度分

所得（万円） 世帯数（世帯） 率

不明 15,841 11.05%

0 35,851 25.00%

１００以下 30,634 21.36%

２００以下 32,071 22.36%

３００以下 16,226 11.32%

４００以下 6,882 4.80%

５００以下 2,891 2.02%

５００超 3,003 2.09%

計 143,399 100.0%

所得階層別滞納世帯数・率（平成１７年度）



(1)-⑤

平成１８年度 医療分保険料 政令市比較表

大阪市 札幌市 仙台市 さいたま市 千葉市 川崎市 横浜市 静岡市 名古屋市 京都市 堺市 神戸市 広島市 北九州市 福岡市

均等割 24,463 21,480 26,040 29,500 16,680 17,017 42,030 28,800 42,180 36,490 36,840 27,790 30,707 24,040 28,735

平等割 42,708 34,480 30,240 - 21,600 23,146 - 24,600 - 24,460 30,480 30,380 12,911 31,150 33,217

所得割 12.6/100 14.5/100 307/100 9.1/100 7.1/100 222/100 268/100 7.7/100 241/100 10.11/100 11.8/100 417/100 428/100 10.5/100 14.88/100



(1)-⑤

平成１７年度 減免制度 政令市比較表

大阪市 札幌市 仙台市 さいたま市 千葉市 川崎市 横浜市 静岡市 名古屋市 京都市 神戸市 広島市 北九州市 福岡市

災害 災害 災害 災害 災害 災害 災害 災害 災害 災害 災害 災害 災害 災害

所得減少 所得減少 所得減少 特別軽減 所得減少 所得減少 所得減少 所得減少 所得減少 所得減少 所得減少 所得減少 所得減少 所得減少

低所得 低所得 生活保護 給付制限 生活困窮 低所得 給付制限
老年低所
得 給付制限 低所得 給付制限 低所得 給付制限

給付制限
老年低所
得 その他 給付制限 給付制限 低所得 給付制限 被爆者 給付制限 生活保護 給付制限 生活保護

生活保護 生活保護 生活保護
社会的弱
者 生活保護

給付制限 その他 特別軽減



（1）-⑥

（単位:円）

平成13年度 平成14年度平成15年度平成16年度平成17年度

被保険者一人当たり療養諸費（A） 389,241 380,104 385,578 392,084 407,171

保険料一人当たり調定額（B） 74,298 75,008 75,936 77,826 77,328

（B）/（A） 19.1% 19.7% 19.7% 19.8% 19.0%

収納率（％） 86.85 86.09 84.97 83.91 83.58

国庫支出金 100,790 99,493 104,205 101,856 94,775

都道府県支出金 1,077 905 2,180 2,290 11,305

一般会計繰入金合計 43,612 44,150 44,524 45,241 44,547

※ 国民健康保険の実態より抜粋、数値については､すべて被保険者１人当たり

国民健康保険事業会計年度別収支（被保険者1人当たり）



（1）-⑥

世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

104,700 124,200 56,090 87,911 71,000 61,000 231,800 136,800 79,000 110,500 78,335 75,200 61,900

老人保険対象者数 205,300 141,400 70,670 76,000 54,500 78,000 245,800 171,600 121,000 130,300 87,897 102,800 91,000

割合 割合 割合 割合 割合 割合 割合 割合 割合 割合 割合 割合 割合

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

53 万円 53 万円 53 万円 53 万円 53 万円 53 万円 53 万円 53 万円 53 万円 53 万円 53 万円 53 万円 53 万円

世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

9 万円 9 万円 8 万円 7 万円 9 万円 8 万円 8 万円 8 万円 8 万円 9 万円 9 万円 8 万円 9 万円

繰 入 額 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

一人当たり額 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

8,429,921

20,690

７ ： ７

－

27,006

介

護

分

平成１８年度 国民健康保険事業会計予算 政令指定都市比較

24,001

16,170,000

380,641

86,646

112,282

384,200

84,400 110,200

137,900

47,701

109,006

95,782

434,744

④

458,800

48,005

24,263

7,780,295

84,718 ⑫ 80,143

492,104

20,440 42,087

49,255
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39,618
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555,000

124,000

159,100
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26,748
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506,000
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49,986

23,863
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21,562

24,918

23,962,020

29,878 30,447

27,533

25,831,118

802,000

181,800

233,900

49,837

⑪ 83,418

386,444

7 ： ７

1,198,000

－

348,440

⑧ 84,042

351,295

７ ： ７

21,161

460,000

111,000

144,000

47,280

25,532

11,200,000

24,348

316,348

26,492,267

26,642

6,877,341

78,000

100,500

49,953

99,233

132,163

44,112

26,369

44,022

323,370

72,020

93,620

46,386

24,617

8,855,624

27,385

601,800

24,864

47,900,000

43,881

1,091,600

262,300

336,100

49,459

７ ： ７

広島市 北九州市

260,500

７ ： ７

福岡市

７ ： ７ ７ ： ７

横浜市 名古屋市 京都市 神戸市札幌市 仙台市 千葉市 川崎市さいたま市

⑥ 85,081③ 95,329 ⑨ 85,325 ⑬ 76,299① 109,663

532,333380,462 440,991344,866 422,825

217,300 220,100

７ ： ７ ７ ： ７ ７ ： ７ ７ ： ７

686,100 452,000 285,000 316,500179,990 179,000 258,000

325,000

224,150

407,449

世 帯 数

24,105

140,900

181,300

47,825

428,036

90,603

361,000

511,651

一人当たり保険料

退職被保険者数

繰 入 金

618,800

一人当たり介護納付金

（一般分）

最 高 限 度 額

世 帯 数

被 保 険 者 数

医

療

分

大阪市

最 高 限 度 額

⑤

一般会計

被 保 険 者 数

給 付 割 合

－若人分－

一人当たり医療費

（全年齢）

一人当たり保険料



（１）－⑦

平成13年度
13 件

平成14年度
11 件

平成15年度
17 件

平成16年度
18 件

平成17年度
7 件

承認件数

一部負担金減免と徴収猶予の実施数



(１)―⑧

収納率 乳幼児医療助成等

平成13年度 １８億２千万円 １６億３千万円

平成14年度 １８億６千万円 １５億６千万円

平成15年度 ２０億４千万円 １５億４千万円

平成16年度 ２５億２千万円 １４億０千万円

平成17年度 ２３億８千万円 ９億７千万円

国庫支出金のペナルティー額



（１）－⑨

平成13年度 14.24
件

389,241
円

平成14年度 14.56
件

380,104
円

平成15年度 14.97
件 385,578 円

平成16年度 15.50
件 392,084 円

平成17年度 16.11
件 407,171 円

１人当たり
医 療 費

１人当たり
医療給付件数

加入者１人当たりの医療給付件数、医療費



（１）－⑩

北 区

都 島 区

福 島 区

此 花 区

中 央 区

西 区

港 区

大 正 区

天 王 寺 区

浪 速 区

西 淀 川 区

淀 川 区

東 淀 川 区

東 成 区

生 野 区

旭 区

城 東 区

鶴 見 区

阿 倍 野 区

住 之 江 区

住 吉 区

東 住 吉 区

平 野 区

西 成 区

計

平成１８年度短期証交付状況

〔１１月末現在〕

短期被保険者証
(世帯)

1,363

1,437

714

1,114

1,101

1,144

1,491

1,398

534

1,713

1,067

2,864

2,401

918

2,550

1,160

1,762

702

615

1,959

37,750

2,636

1,716

2,623

2,768



（１）－⑫

北区 366 380

都島区 297 335

福島区 118 142

此花区 311 324

中央区 357 336

西区 304 327

港区 313 382

大正区 311 333

天王寺区 140 157

浪速区 164 286

西淀川区 314 316

淀川区 551 677

東淀川区 756 885

東成区 294 314

生野区 435 494

旭区 258 338

城東区 484 596

鶴見区 196 198

阿倍野区 219 261

住之江区 350 374

住吉区 279 260

東住吉区 207 374

平野区 460 508

西成区 426 538

計 7,910 9,135

平成18年
11月末

資格証明書交付対象世帯数

平成17年
11月末



（１）－⑬

平成17年度 227 件 3,367,136 円

資格証明書発行世帯の医療費の支給件数、支給金額

支給件数 支給金額



（１）－⑭

通知文書

国民健康保険被保険者証の
有効期限について（Ｈ１８．４
月）

国民健康保険被保険者証の
有効期限について（Ｈ１８．７
月）

お知らせ（Ｈ１８．９月）

国民健康保険証の更新につい
て
（Ｈ１８．１０月）

国民健康保険被保険者証の
有効期限について（Ｈ１９．１
月）

37,750

通知文書作成対象世帯数

作成数

36,549

32,380

39,599

46,294



（１）－⑮

平成18年度徴収嘱託員委嘱・解嘱並びに配置数（平成18年12月末現在）

委嘱数 140
解嘱数 9
在職数 131

配置数（人）

北区 7
都島区 4
福島区 3
此花区 3
中央区 6
西区 4
港区 5
大正区 4
天王寺区 3
浪速区 5
西淀川区 4
淀川区 8
東淀川区 7
東成区 4
生野区 8
旭区 4
城東区 8
鶴見区 4
阿倍野区 4
住之江区 5
住吉区 8
東住吉区 6
平野区 9
西成区 8
計 131



(１)―⑯

○ 法定軽減決算状況
（単位：億円）

国 府 市

平成13年度 107 53.3 26.7 26.7

平成14年度 120 60.2 30.1 30.1

平成15年度 135 67.7 33.8 33.8

平成16年度 145 72.6 36.3 36.3

平成17年度 152 0.0 113.8 37.9

○ 保険者支援分決算状況

（単位：億円）

国 府 市

平成15年度 25 12.4 6.2 6.2

平成16年度 26 13.0 6.5 6.5

平成17年度 27 13.7 6.8 6.8

保険者支援分
左の内訳

基盤安定制度の状況

法定軽減
左の内訳
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